
































９．サブブランドと MVNO とのイコールフッティング議論 
10．おわりに 
 甲南大学マネジメント創造学部教授  




イル市場の競争環境に関する主要な論点について、2018 年 10 月から 2020 年 2 月まで 24 回
にわたり、有識者、その他関係者による議論、ヒアリングを通じて、モバイル市場における
課題を明確化し、個々の課題解決に向けた具体的政策提言を行った。喫緊の課題の幾つかに
関して、2019 年 1 月「モバイル研究会」にて「緊急提言」がまとめられ、それを受けて通信
料金と端末代金の完全分離、行き過ぎた囲い込みの禁止等を内容とする事業法の改正法案を
2019 年 3 月第 198 回国会に提出し、同年 5 月 17 日に交付となっている。主な改正点として
は、第一に、通信料金と端末代金の完全分離、端末割引の 2 万円の上限設定、期間拘束の制
限、期間拘束での中途解約時の違約金を上限 1000 円とすること等であった。「モバイル研究
会」最終報告書（2020 年 2 月）では、24 回に亘る議論を整理しつつ（図１）、全ての課題が
解決されたわけではないので、残された課題については今後取り組むべき事項として整理を
行っている。 






行状況及び事業者等の経営状況について、SIM ロック解除の動向や MNP 件数の推移、それに
伴う契約数の推移等、市場全体の動きや競争環境の動向などに着目し、評価・検証を行うこ
とになった。特に、当 WG ではモバイル市場に関しては MNP の在り方に関し、集中的な議論が










政策対応についてまとめ、「接続料の算定等に関する研究会第四次報告書（2020 年 9 月）」を
公開している。併せて、「接続料の算定に関する研究会」において、2020 年末から 2021 年初
頭において、着信ボトルネックを有する MNO3 社の設定する加入電話発－携帯電話着の通話





















独占企業が 2 つのサービス A（通信サービス）とサービス B（端末）を提供しているとす
る。サービス B の割引がサービス A から補填されるとき、それは企業内部のサービス間の補
填であると同時にサービス A の顧客からサービス B の顧客への、すなわちユーザー間の補填
ということになる。サービス A の顧客とサービス B の顧客が異なる場合、サービス A の顧客
がサービス B の顧客の価格を引下げるための負担をすることに公平上の問題が生じる可能性
がある。 








結論は、純収入テスト（Net Revenue Test）と呼ばれる。すなわち、通信市場において、サ 




































ARPU が 3 割弱、営業利益率が 3 割弱引下げられるとすれば、上記の算定方式でその計算結果








円以下であり、2 万円か、あるいは 1 万円と言えるのかもしれない。 
図３（顧客に対する通信料、端末代金と利潤）のケース１では、通信料と端末代金（それ
ぞれコストベースで設定）が顧客 A、顧客 B、顧客 C の顧客について同等の価格になってい
る。ケース２は、通信サービスから端末値引きへの補填がある現行ケースで、顧客 C の端末
代金が４で、６が通信料から顧客 C の端末値引きへの補助であり、全顧客の通信料金がそれ
ぞれ２だけ割高になっていることがわかる（通信料が 22 で元の通信料 20 がコストベースな
ので、通信料金に顧客当たり２の利益が上乗せされ、補助の原資６となっている）。ケース１・
図２  電気通信事業法第 27 条の３等のルールの概要  
（総務省モバイル市場の競争環境に関する研究会「最終報告書」各種資料 P.38） 
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２共に、企業の利益は顧客当たり３で合計９、顧客 A・B・C の合計支払額は 99 である。ケー
ス３では顧客 C の端末補助を７（値引き上限３）とした場合で、通信料金は据え置き。ケー




この３を通信料引下げに回せば、通信料は 22 から 21 に引下げられる（ケース４）。さらに、
ドコモが主張するように、顧客 C の端末代金補助が当該顧客からの利益３から捻出されるの
であれば、この３を通信料引下げに回せば、ケース５で示されるように、通信料は 20 に下が




図３  端末代金値引きの上限規制  
























省では、他の MNO キャリアや MVNO などに乗り換える際の顧客のスイッチングコスト
を引下げることで、適正な競争を促すことを目的とした省令改正を行うこととした。
今回の、 2 年縛りの抜本的な見直しにより、期間拘束のある契約は長くて 2 年とし、中途解
約の違約金の上限額を 9500 円から 1000 円に引下げ、（少なくとも）初回の拘束期間が経過
した後は、期間拘束が自動更新されず、違約金を支払うことなくいつでも解約できるプラン
を設けることが適当であるとした。また、ドコモと KDDI は 2 年契約を結ばない顧客の料金
に月当たり 1500 円、ソフトバンクは 2700 円を上乗せしているが、期間拘束がない場合は割
引を受けられなかったりする現状を改善するため、縛りがないプランとの料金差についても
上限月 170 円とした（図２）。以上の様な政策対応により、実質的に 2 年契約を結ぶメリット
が大きく減少し、顧客に対するスイッチングコストが大きく低減することになった。 
この違約金 1000 円について、総務省は実施したアンケート調査の結果、すなわち「1000 円
であれば携帯電話会社を乗り換えるとした回答が 8 割であった」ことをその根拠としている。




9500 円の根拠は 1000 円の根拠以上に十分ではなく、であれば 9500 円より 1000 円の方がま
だ望ましいということである。NTT ドコモ、KDDI、ソフトバンクの携帯電話事業者３社は、
拘束期間中の違約金を 9,500 円と設定している。また、2 年の拘束期間経過後の違約金も




依存するので、MNO 各社の ARPU やコストが異なるのであれば違約金の額は各社で異なる筈で
あり、また ARPU やコストが毎年変化するにもかかわらず 10 年間下がることなく同じである
のはなぜかと質問したが、MNO 各社から合理的な回答は得られなかった。違約金については、 
MNO 各社の論理に従えば、今後、競争が進展することで、料金が大幅に低下することが期待


















て 9500 円も 1000 円も、その根拠は不明確であるが、10 年間変わらずかつ各社間で差もない
9500 円より 1000 円の方がまだ合理的であるし競争上望ましいというのが、筆者の意見であ 
った。 



























音声卸料金は、基本料と通話料からなる。NTT ドコモは、基本料 1,486 円、通話料 20 円・ 
/30 秒の従量制の利用者料金をベースとして、基本料 666 円、通話料 14 円/30 秒の従量制の
音声卸料金を 2011 年に設定し、その後接続料の低廉化や利用者料金の多様化が進んでいる
にもかかわらず、音声卸料金の見直しは行われていない。2019 年 4 月の「モバイル市場の競
争環境 に関する研究会」では音声卸料金が高止まりしていることについて、MVNO、MNO への
ヒアリングを実施し、構成員で議論を行った。
音声卸料金に関するヒアリングでは、MVNO から「MVNO が MNO と卸契約の下で同等のサービ















もある。構成員の意見を踏まえ、同報告書では、MNO と MVNO との間で公正競争上の問題が懸
念されるので、まずは価格圧搾の可能性を検証することが適当という判断が示されている（モ
バイル研究会中間報告書 2019 年 4 月）。 
その後、音声卸料金の見直しについて、2019 年 11 月 15 日、日本通信が総務大臣裁定を申
請した。日本通信は、NTT ドコモから卸提供を受ける音声通話サービスについて、総務省に
（１）音声通話サービスの卸提供にかかる料金の見直し、（２）「かけ放題オプション」「5
分通話無料オプション」に相当するプランの卸提供の２つを求めた。そして、2020 年 6 月 30
日、電気通信紛争処理委員会の審査を経て（１）については「ドコモの MVNO 向け音声通話の
卸料金、見直しが妥当」という裁定が定まることで、音声卸料は 80%減額する方向が決まる



























度の実際の接続料は 2020 年度末に確定されることになる。すなわち、2019 年度接続料は、 
2018 年度末に確定された 2017 年度の実績値に基づき算定された接続料を仮の接続料として







高い接続料により暫定的な支払いが行われることになり、MVNO にお いて、過大なキャッシ 
ュフロー負担が生じているとの指摘もある。例えば、ドコモの 2019 年度の暫定接続料は 2017
年度の実績値を用いて 52.4 万円（万円/10Mbps・月）。2020 年度末に確定した 2019 年度の実
際の接続料は 19%安の 42.7（万円/10Mbps・月）であった。実に、MVNO は当初 19%高い暫定接
続料を支払わされたことになる。同様に、MVNO 各社は、当初、KDDI では 31%、ソフトバンク
では 35%も高い接続料を支払わされることになった。このような問題を少しでも改善すべき
ということで、2019 年 4 月の「モバイル研究会中間報告書」で、データ接続料の透明性・予
見可能性を高めるため、「将来原価方式（予測値）」の導入が示唆されることになった（図４）。 
その後、議論の場を「接続料の算定に関する研究会」に移し、接続料に関する固定通信に
おいて蓄積された知見を活用しつつ議論を進め、2020 年 4 月の接続料から「将来原価方式」
導入が実現することとなった。将来原価方式においてデータ接続料は、過去のトレンドや将
来の事業計画に基づき将来需要や設備投資の予想をベースに計算されることになる。予測値












（接続料の算定に関する研究会  「モバイル接続料の適正性向上について  論点 P.4」） 
図５  データ接続料の現状  
図４  データ接続料の将来原価方式への移
（総務省モバイル市場の競争環境に関する研究会「中間報告書」P.50） 
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2019 年度末、MNO 各社から将来原価の予測結果が公表され（図５）、2020 年度から将来原
価として試算されたデータ接続料が認可されることになった。例えば、試算された 2020 年度
データ接続料は、ドコモ 41.4 万円、KDDI32.3 万円、ソフトバンク 31.1 万円で、2022 年には
それぞれ 27.9 万円、25.4 万円、24.8 万円。予測値で見ると、データ接続料は 2019 年度に比
べ、3 年でおよそ半額になることが示されている。 
８．グループ内での金銭的補助（ミルク補給）の議論 
MVNO は MNO からデータ接続料を支払い回線容量を借りることでサービスを提供している。
データ接続料額は MVNO のコストの多くを占めることになり、コストを抑えるため、契約する
回線容量には限界がある。そこで、昼間の利用集中時には速度が落ちることがある。他方、 
MNO のサブブランドや子会社（2019 年当時）である UQ は、同じ価格帯で、MVNO と比べより
高い品質のサービスが提供できると言われる。そこで、「MNO から提供される資金（条件）で
競争上の有利性を作り出しているという批判があり、この金銭的補助を「ミルク補給」と呼
んでいる。図６の左が MNO 内（サブブランド）への補助、中ほどがグループ内 MVNO（例えば









図６  検証の必要性（イメージ）  

























９．サブブランドと MVNO とのイコールフッティング議論 








2980 円の新料金プランに対し、30GB の料金プランになると一気に料金が 2.5 倍にもなる。ユ








次に、MNO 各社の新プランにについて、MNO と MVNO との公正競争条件が確保されているか
が問題となっている。実際、データ接続料並びに音声卸料金が高止まりのままユーザー料金
が大幅に引下げられたことにより、MVNO も赤字覚悟で値下げに踏み切らざるを得ない状況と
なり、MNO と MVNO の競争上のイコールフッティングが議論されることとなった。 
すなわち、図８で示されるように、MVNO が MNO に支払う音声卸料金とデータ接続料の合計
は、MVNO のサービス提供費用の太宗を占める。したがって、音声卸料金とデータ接続料を MNO







接続料の算定等に関する研究会第 (40 回）「携帯電話料金と接続料等の関係について」 P.3 
Hirao School of Management Review(2021), Vo.11 PP163-180
研究ノート 佐藤治正 
















割高である可能性は残る。この場合、MNO も MVNO も同様に高い接続料を（MNO については接
続料相当分をコストとして）支払っていることになる。このように、スタックテストは、ユ
図８ 携帯料金のコスト構造について（イメージ） 
接続料算定等に関する研究会第 (40 回）「携帯電話料金と接続料等の関係について」P.6  
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独禁法の運用に関する新たな視点として、法学者リナ・カーン氏の論文に関する記事が、










Faulhaber, G.R., ”Cross-Substitution: Pricing in Public Enterprise. Amerian 
Economic Review, Vol.65, 1975 
総務省モバイル市場の競争環境に関する研究会「モバイルサービス等の適正化に向けた緊急
提言」2019 年 1 月 
総務省モバイル市場の競争環境に関する研究会「中間報告」2019 年 4 月 
総務省接続料の算定等に関する研究会「第三次報告書」2019 年 9 月 
総務省接続料の算定等に関する研究会「第四次報告書」2020 年 7 月 
総務省モバイル市場の競争環境に関する研究会「最終報告書」2020 年 2 月 
総務省接続政策委員会（第 51 回）資料１論点整理 2020 年 12 月 25 日 
総務省接続政策委員会（第 52 回）資料１論点整理 2021 年 1 月 26 日 
